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要約
2015 年 4 月 25 日 11 時 56 分（現地時間）、ネパール中部を震源とする M7 .8 の地震が発生
した。山岳国ネパールは、ヒマラヤ造山帯にあり、世界の防災研究者の間でもいつか大きな
地震が来ると予想されていた。
ネパール政府は、90 年代中頃から国際機関や日本政府の協力のもと住宅の耐震化、防災
教育、防災計画策定など防災に関する取り組みを行っていた。だが、現実的にはそれほど進
んでいなかったことが、この地震で大きな被害を出すことにつながった。
地震の 2 カ月後、約 60 の国や国際機関が参加する支援国会議が開催され、国際社会が共
働してネパールを支援する事となった。また、民間レベルでも、国際 NGO（INGO）もネパー
ル国内の NGO と連携してさまざまな支援活動を現在も展開している。
2015 年 9 月にインドとの国境付近で起きた新憲法の州分割に反対するデモ活動の影響に
よりガス、ガソリン、日用品などのインドからの輸入が約 4 カ月半停止した。これによって
ガソリンの不足、価格高騰などが支援活動の足かせとなった。
地震から 1 年を経た今、被災地では都市部と山間部での支援や復興の格差は明確になって
きている。
本稿では、NGO の視点で見たネパール地震の被災地の現状と課題を報告すると同時に、
ヒマラヤの山間部での NGO による耐震住宅再建の試みを報告する。
1	 はじめに
1-1 ネパールの歴史と位置
ネパールの正式名称は、ネパール連邦民主共和
国。1996 年から約 10 年間の共産党主義者（マオ
イスト）との内紛を経て 2008 年に連邦民主制に
移行したことで、240 年間続いた王政が廃止され
た。
国土面積は約 14 .7 万 km2 北海道の約 1 .8 倍）
で、東西約 800km、南北約 230km と東西に長い
国で、北をチベット（中国）、南、東、西の三方
をインドと国境を接する内陸国である。北のチ
ベットとの国境はヒマラヤ山脈であり、北東部に
は 8848m の世界最高峰エベレスト（ネパール語
はサガルマータ、チベット語ではチョモランマ）
がそびえている。
1-2 地形・気候
国土は大きく三つのエリアに分かれる。南のイ
ンド国境沿いは標高 70 ─ 300m のタライ（平原）
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と呼ばれ、肥沃な穀倉地帯で亜熱帯のジャングル
も広がっている。また、チューリア（中間丘陵帯）
は標高 1500m から 4000m の温帯モンスーンの属
し、首都カトマンズもここに位置し、最も人が多
く居住している。そして標高 4000m から 8000m
の山岳地帯が、世界の屋根「ヒマラヤ」と呼ばれ
る高山寒冷帯で、世界 8000m 級の 14 座の山のう
ち 8 座がネパール国内にある。
1-3 人口・行政区分
ネパールの人口は約 2649 万人	［ネパール中央
統計局 2011］	で、その人口の多くはカトマンズ
盆地やタライ平原に居住している。人口を年齢別
でみると 30 歳以下が約 63％を占め、10 代から
50 代の労働人口は全体の 57％を占めるように若
い労働人口を豊富にもつ将来的に有望な国でもあ
る［JICA	2013］。
ネ パ ー ル は 五 つ の 開 発 地 域（Development	
Region）に 14 県（Zone）があり、その下に 75
郡（District）、59 市（Municipality）、3915 村
（Village）がある。2015 年の新憲法制定にともな
い、七つの州（Province）に再区分される事が決
まったが、（図 1）2015 年 9 月、新憲法の州分割
に反対するインド国境沿いのマデシによる抗議デ
モを招いた。
1-4 民族・宗教
ネパールは多民族国家で、約 100 の民族が居住
しているといわれ、主にインド・アリーア系の
チェトリ（16％）、バフン（13％）、タル （ー7％）、
ネワール（5％）などと、モンゴル・チベット系
のマガール（7％）、タマン（6％）、ライ（3％）、
シェルパ（0 .5％）などに大別される。
宗教もインド系民族のヒンドゥー教徒（81％）
とチベット系民族の仏教徒（9％）に加え、イス
ラム教（4％）を信仰する人たちも居住している。
ネパールにもインド同様にカースト制度がある
が、仏教徒であるチベット系民族やイスラム教な
ど非ヒンドゥー教もカーストに組み込まれたイン
ドとはまた違った独自のカーストが存在する。公
的にはカーストは廃止されたといわれるが、日常
生活のなかにいまだ根強く残っている。
1-5 産業
ネパールの主な産業は農業で、国民の 70％が
農業に従事しており、GDP の約 37％を占める。
その他、製造業は約 15％と比較的低く、観光な
どのサービス業が約 49％と全体の半数を占め、
観光大国であることを表している［在ネパール日
本国大使館 2013］。
海外への出稼ぎ労働者は、約 300 万人（国民
の 9 人に 1 人）といわれ、その多くはマレーシア
やカタールなどの中東諸国へ行っている。国民の
30％が海外からの送金を受領しており、ネパール
経済は海外からの送金の占める割合が非常に高い。
1-6 生活と貧困
ネパール人の平均年収は、約 4 万円といわれ、
先述したように国民の 70％が農業に従事してい
るが、耕作可能な土地は 20％程度しかなく、国
民の 70％にあたる約 2200 万人が 1 日 2 ドル以下
の貧困層にあたる（ADB2011）。その他、成人
識字率は男性 63％、女性 35％、平均寿命は男性
62 .8 歳、女性 63 .9 歳、乳児死亡率は 1000 人あた
り 56 人（日本は 3 人）、5 歳未満の小児の 63％が
栄養失調状態、国民の 30％しか安全な水にアク
セスできない。さらに、児童労働率（5 歳から 14
歳）は、31％、毎年 1 万 2000 人の子どもたちが
インドに売買されている。ユニセフの報告による
と、地震後の 2 カ月で 245 人がその被害に遭遇し
たという［Unicef	2015］。図 1 7州の再区分図
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以上のようなことからネパールは「アジアの最
貧国」という悪しきレッテルを貼られている。
UNDP（国連開発計画）が、平均余命や教育指
数などから算出する人間開発指数（HDI:	Human	
Development	Index）では、ネパールは、世界
186 カ国中 157 位で［UNDP 人間開発報告 2013	
］、 後 発 開 発 途 上 国（LDC:	Least	Developed	
Countries）48 カ国の一つに位置づけられている
［UNDP2016］。
ただし、この国連など国際機関の示す指数やラ
ンキングで、本当にその国、地域の豊かさ、貧し
さを測れるかははなはだ疑問である。
2	 ネパール地震の概要
2015 年 4 月 25 日現地時間 11 時 56 分（日本時
間 15 時 11 分）、ネパール中部 Gorkha 郡 Barpak
を震源とした M7 .8 の地震が発生した。ネパール
全 75 郡のうち約 29 郡が甚大な被害を受けた。そ
の後、ネパール政府は、国際機関とともに作成し
た「災害後復興ニーズ評価調査（PDNA）」を元に、
被災の甚大な上位 14 郡が認定された（図 2）。
この地震による被害は、死者 9050 名、負傷者
2 万 2332 名、全壊家屋約 59 万戸、損壊家屋約 27
万棟という甚大なものとなった。東部の世界最
高峰のエベレスト（8848m）では雪崩が発生し、
22 名が犠牲になり、200 名以上が行方不明となっ
た。また、地震にともなう土砂災害の発生は、
3000 カ所以上に上り、6 月以降の雨期には激しい
雨による地すべり、土石流などの二次災害も発生
し、孤立する集落、移転する集落も出た。
3	 ネパールの地震事情
ネパールを象徴するヒマラヤ山脈は、インドプ
レートとユーラシアプレートが 5000 万年前に衝
突して出来た山塊で、インドプレートがユーラシ
アプレートの下に沈み込んだことでユーラシア大
陸が隆起し、チベット高原やヒマラヤ山脈が形成
された。今も年間 2cm ほどひずみが蓄積されて
おり、70 年から 80 年周期でそのひずみを解消す
るように比較的大きな地震が起きている。
このように断層によって形成されたヒマラヤ山
脈周辺では、歴史的にもこれまでに何度も大規模
な地震が発生している（図 3）。その震源の多く
は、ネパールとインドの国境沿いを走るヒマラ
ヤ前縁断層付近であるが、2015 年の地震は、ネ
パール中部を通る主ヒマラヤ断層で発生したとさ
れている［熊原 2015］。
今回の地震の震源 Gorkha のあるネパール西部
から首都カトマンズまでは、地震空白地帯といわ
れ、専門家の間では地震リスクが高まっていると
予測されていた。
表 1 のようにネパール国内やその周辺ではこれ
までにも大規模な地震が発生している。ネパール
国内で最も古い地震といわれる 1253 年から少な
くとも 12 回の大規模な地震に襲われており［日
野 2014］、特に甚大な被害を出したのが、1934
年のビハール地震である。死者は 1 万人を超
図 3 ヒマラヤ周辺で発生した地震
出所：防災住宅研究所図 2 被災郡の被害状況
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え、 カ ト マ ン ズ 盆 地 の 約 8 万 棟（ 全 体 の 約
60％）の家屋が倒壊したといわれる。2015 年の
地震では、カトマンズでは、ダルバール広場やバ
クタプルなど局所的な被害は発生したが、カトマ
ンズ盆地の震度が 4 から 5 とそれほど大きくな
かったことから、ビハール地震ほどの家屋倒壊は
なかった。だが、万が一、次に大規模な地震が発
生した場合はかなりの被害が生じるであろうと懸
念されている。
表１ ヒマラヤ周辺で発生した地震
日時 地震名 規模 被害
1897 アッサム地震 M8.3 死者 1508 人
1905 カングラ地震 M8.6 死者 1万人以上
1934 ビハール地震 M8.3 死者 1万人以上
1950 アッサム地震 M8.7 死者 4000 人
1988 ウダプール地震 M6.6 死者 721 人
2011 シッキム地震 M6.9 死者 111 人
4	 地震の被害を拡大させた要因
日本の地震研究者の現地調査によると、このネ
パール地震のカトマンズでの震度は 4 から 5 で
あった［人と防災未来センター 2015］といわれ
るが、被害がこれほどまでに拡大した要因として
以下のことが考えられる。
4-1 軟弱地盤
カトマンズは、標高 1500m から 2800m の山に
囲まれた東西約 30km、南北約 25km の盆地にあ
る。古代約 8000 年前は湖であったことから、非
常に軟弱な地盤である［酒井 2015］。カトマンズ
のこの脆弱な地盤ゆえに地震の揺れが増幅され、
被害を拡大させたと思われる。
4-2 建築基準
ネパールでは、1994 年に UN	Habitat（国連人
間居住計画）の支援で国家建築基準（National	
Building	Code、以下 NBC）が制定されている。
その後、UNDP（国連開発計画）によってこの
NBC が一部改訂されたが、それ以降長い間、改
訂が行われてこなかった。建築基準は 20 年以上
も前に国によって制定されているにもかかわら
ず、実際の住宅建設の場では遵守されてこなかっ
た。
ネパールの住宅は、主に焼レンガ、日干しレン
ガや石を積み上げた脆弱な構造の組積造住宅が多
いにもかかわらず、NBC が遵守されないまま建
築許可が下りる例も少なくないという声を現地調
査で聞いた。また、山間部では、現地で調達しや
すい石や泥などの資材を使って自分たちで建設す
るノンエンジニアド住宅も圧倒的に多く、今回の
地震ではそのようなノンエンジニアド住宅の多く
が被害を受けている。
4-3 首都への人口流入
カトマンズ市を含むカトマンズ盆地の人口は、
約 250 万人（2011）といわれ、人口密度は、約 2
万人 /km2 と非常に過密な都市環境である。その
他、世界遺産のあるバクタプール（約 1 万 3 千
人 /km2）やパタン（約 1 万 5000 人 /km2）も人
口密度は非常に高い。1990 年代の民主化運動以
降、仕事を求めて地方から首都へ人口が流入し始
め、先述の 3 市を含むカトマンズ盆地では 2001
年からの 10 年間で人口が 1 .5 倍に増加している。
この急激な人口流入による住宅難、建設ラッ
シュが違法な増改築にもつながったと思われる。
4-4 伝統習慣
この地震で被害を受けたカトマンズ盆地に居住
するネワール族の住宅は、焼レンガと木材を巧み
につかった構造で、通常 3 階から 4 階建で、1 階
が倉庫や店、2 階が寝室、3、4 階が居間、台所、
仏間（神座）という配置になっており、下層階ほ
ど不浄であるというヒンドゥー教の観念が住宅の
構造に影響している。ネワール族では、伝統的に
子どもが家を相続する際は、住宅を上下の垂直方
向に分割して、分け与える習慣がある。それによ
り内部の壁や梁を取り除いたり、階段を設置した
りするなどの改築は頻繁に行われているという。
その改築によって住宅の構造上の脆弱性が増し、
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この地震でも被害が拡大したことが考えられる。
著者が地震直後、被災地を視察した際に、日干し
レンガや石組みの壁の上に重い焼レンガを積み上
げるなど垂直、水平に増改築している住宅が多数
見受けられた。
4-5 防災対策
ネパールでは、1982 年に国家災害救助法が制
定され、防災計画の基礎として内務省をトップに
「中央災害救済委員会」が設置されている。その
後の社会状況の変化にともない 2009 年に「災害
管理法」の制定に取り組み、「国家災害管理事務
局」が国の防災分野を統括し、2015 年から正式
に施行される予定［JICA	2014］であったところ
に、地震が発生した。
国際機関の間ではネパールは地震リスクの高い
国として認識されており、UNDP、ADB（アジ
ア開発銀行）などによって防災対策は計画、実施
されていた。
UNDP は、日本政府の資金援助で 2007 年から
3 年間、南アジア 5 カ国を対象に「南アジア地域
における地震防災対策計画」（ERRP）の一環と
して「ネパール地震防災対策計画」を 5 自治体で
実施していた。具体的には、設計・建築技術の能
力強化や 14 カ所での防災教育、耐震補強工事、
5 カ国のイニシアチブなど研修プログラムを実施
し、のべ 351 人が参加している［UNDP	2010］。
また、ADB もネパール政府と学校の耐震補強
講義を進めていたが、完了していたのはわずか
200 棟にとどまっていたという報道もある［毎日
新聞 2015］。
JICA も 2002 年より「カトマンズ盆地地震防
災対策計画調査」を実施している。1934 年のビ
ハール地震規模の地震を想定した防災対策計画策
定の協力を行い、現地政府へ住民の啓発、建物の
耐震化、建築基準法の改正などを提言していた。
だが、その後のネパール政府によってこの提言は
十分に活かされることはなかった。
JICA は、その実情を踏まえて 2014 年再度、
「ネパール連邦民主共和国カトマンズ盆地地震防
災情報収集・確認調査報告書」の調査、報告を行っ
ている。そのなかで、2002 年の提言が実効性を
もたなかった理由として、調査を行ったのは日本
の専門家がほとんどで、ネパール側の関与が少な
かったこと、2002 年時点から人口増加やそれに
ともなう増改築など社会状況が大きく変化してお
り、調査結果をアップデートする必要性などを報
告している［JICA	2014］。
また、防災教育においても、カトマンズなどの
都市部では海外から資金援助を受けたネパール
の NGO などによって以前から避難訓練など防災
教育に関するトレーニングが進められていた。だ
が、そのトレーニングには政府のかかわりは少な
く、一過性のものも多く、ましてや山村ではほと
んど普及していないのが現状であった。著者が
2015 年 5 月にネパールを訪問した際に、Dhading
や Nuwakot の山村では「防災教育なんて聞いた
ことがない」という声が多数聞かれた。一方、カ
トマンズ近郊の Kirtipur のある村では、この震
災前から NGO によって避難訓練などのトレーニ
ングが行われていたことで被害を免れたという人
もいた。だが、同村で地震発生時、外にいた人が
揺れを感じ、すぐに屋内のテーブルの下に避難し
た後、家屋倒壊によって亡くなったという話も聞
いた。「地震＝机の下に」というステレオタイプ
で理解されており、防災教育における命を守る知
識・行動が正確に伝わっていないことを表す事例
もあった。
5	 ネワールの伝統建築
ネワール族は、バクタプルなどカトマンズ盆地
に 3-4 世紀から居住している民族である。全人
口の 5 .5％程度であるが、歴史、芸術、建築など
写真 1 増改築された住宅（Kirtipur）
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非常に高度な文明を築いてきた。カトマンズ、バ
クタプル、パタンのダルバール広場などの世界遺
産群に登録されている寺院や宮殿は、ネワール族
の伝統様式で建築されている。この地震で古都バ
クタプルなどの多くの歴史的建造物が倒壊してし
まった。だが、バクタプルの旧市街を歩くと決し
てすべての住宅が倒壊しているわけではないこと
がわかる。バクタプルのネワール伝統建築には、
1 階部分に「ダルマシャーラ」または、「ファル
チャ」と呼ばれる休憩所（テラス）が作られてい
る建物も多い。これは、地域住民の寄合や音楽、
宗教儀式などに使われるオープンスペースとして
機能しており、かつては裕福層によって地域貢献
として巡礼者や旅人のための休憩所として作られ
てきた。1934 年の地震の際も避難所として活用
された［サキャ、大窪 2014］。2015 年のこの地震
後もバクタプルなどのダルマシャーラで寝泊まり
する被災者の姿もみられた。
このダルマシャーラ（ファルチャ）は、日本の
伝統木造建築のように釘をまったく使用せずに木
と木を組み合わせる木造軸組み構造になっている。
1 階部のダルマシャーラや階上でも内部に木造
軸組みのユニットのような木造軸組み構造が使わ
れており、これが壁の脆弱な住宅を地震の揺れか
ら持ちこたえることができたのではないかと思わ
れる。
ネワール建築には、玄関や窓などの開口部を二
重の木造枠をはめ込んだり、木材の接合部を楔
（木の釘）で固定したりするなど、地震の被害を
低減するための工夫が各所に施されている［ロヒ
ト 2009］。部分各所には強度を増す工夫がされて
いたとしても、建物の構造全体として耐震に考慮
されているわけではない。このことが、地震で大
きな被害を出したことにもつながると思われる。
ネワール建築の耐震性については建築の専門家に
よる今後の検証を待ちたいところである。
バクタプルに住む伝統建築家の Rabindra	Puri
氏は、ドイツで建築を学び、母国でネワール建築
の保存・修復を行っている。彼の自宅は築 175 年
になるが、今回の地震で亀裂はまったく入ってい
ない。被害の甚大だったバクタプルにおいて、何
故彼の自宅は倒壊しなかったのかを問うと、彼
は、「メンテナンスの重要性」を指摘した。彼の
自宅は数年前に補修したばかりで、周囲の倒壊し
た住宅は 150 年から 200 年前に建築されたが、経
年劣化とともにメンテナンスなどの維持管理をほ
とんど行っていなかった。
Rabindra 氏は、この 200 年間の小規模な地震
で生じた細部のずれやゆがみや劣化した部材をそ
のまま放置したことが、この地震での倒壊をまね
いたと語る。兵庫県立大学防災教育センター長
であり、CODE の副代表理事でもある室﨑益輝
氏の提案する車検ならぬ「家検」の必要性がネ
パールでも問われている。地震などの巨大災害に
100％耐えうる住宅はない。その住宅が 80％の耐
震性をもったものだとするならば、残りの 20％
を隣近所やコミュニティなどで共同点検作業を行
うなど、人による家検（ソフトの力）でカバーし
ていく考え方を取り入れる必要があるのではない
だろうか。
この地震後、古都バクタプルでは鉄筋とセメン
トを使った RC 構造で再建したいという住民の声
もあがっているが、古い文化の残る歴史街並み地
域では、伝統文化を維持しつつ、住民の安心・安
全をどのように担保するのかが問われている。古
都パタン近郊のコカナという地域では、「コカナ
復旧復興委員会」を設立し、街全体で伝統的景観
に配慮した再建を考えているが、外観や意匠に重
点を置いたに過ぎず、伝統文化やコミュニティの
価値の再認識には至っていないとの報告もある
［竹内 2015］。
国際赤十字の発行する「世界災害報告 2014：
文化とリスク（World	Disasters	Report	2014）」写真 2 ダルマシャーラ（Bhaktapur）
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の第 5 章のなかで耐震を考える際に、「コンク
リートを唯一の現代的な選択肢として受け入れる
ことが、伝統の破壊につながる例が多くみられ
た。土地特有の建築に必要な技能の復元は、文化
の保全にもつながる。……また、地元の建築文化
が弱体化する可能性もある」と明記されているよ
うに、現地の文化に合った再建様式とは何かを住
民たち自身がしっかりと議論したうえで、再建さ
れるべきであろう。
6	 地震後の国際社会の対応
ネパール政府は、国連などの国際機関と協力
して「災害後復興ニーズ評価調査（PDNA）」を
策定し、それに基づいて「ネパール復興に関す
る 国 際 会 議 」（ICNR:	International	Conference	
for	Nepal`s	Reconstruction）を地震の 2 カ月後
の 6 月 25 日に首都カトマンズで開催した。会議
には、60 の国々や国際機関が参加し、ネパール
地震の復興に必要な 67 億ドル（8300 億円）のう
ち、44 億ドル（約 5300 億円）の支援が約束、表
明された。支援額の最多国は、インドで 10 億ド
ル（1240 億円）、次に中国 30 億元（600 億円）と
続き、日本は 2 .6 億ドル（320 億円）の支援を約
束した。
現在、ネパール政府は ADB と共に NBC（国
家建築基準）の改訂作業を進めているが、この耐
震基準の遵守を末端の山間部の集落にまで徹底さ
せるのは容易なことではない。
JICA は、現在、このネパール地震の復興計画
の策定や耐震建築のガイドラインの作成などさま
ざまな支援プロジェクトを行っている。最大の被
災地であるシンドパルチョーク郡やゴルカ郡の
11 の村で大工・石工の耐震建築技術のトレーニ
ングを行っている。
ネパールの在来工法である組積造に鉄筋、セメ
ントを使った補強を指導する方法を行っている
が、この工法を普及していくためには、各県、
郡、VDC レベルで大工・石工たちの技術をチェッ
クする専門のエンジニアが不足しているという現
実がある。
震災後の住宅再建は、耐震性の基準を満たさな
いと補助金を支払わないというシステムを根付か
せるしかないだろう。この地震後、早い段階でネ
パール政府は被災者の住宅再建に際して、20 万
ルピーの補助金を支払うと発表した。そして耐震
基準である NBC の基準を満たしていないと補助
金はおりないといわれているが、誰がどのように
基準の遵守をチェックするのかは未明であり、そ
れをどのように解決していくかが大きな課題にな
る。
7	 被災地の現状
IOM（国際移住機関）の報告によると、地震
から 1 年を経た現在でも 82 カ所のテント村で約
2 万 6000 人が避難生活を送っているという。イ
ンドからの物流は徐々に平常どおりに戻りつつあ
るが、地震による被害を受けたカトマンズでは、
住宅不足による家賃の高騰が起きている。実際に
著者の友人で家賃が値上がりしたことで、これま
での住宅を退去し、亀裂の入った安い部屋に転居
せざるを得なくなった人もいる。
そのほか、住宅に関してもかろうじて大きな被
害を免れた住宅も、危険度判定がなされないま
ま、見てくれの悪さから亀裂を隠すように塗装し
ている住宅も多い。今後、再び地震が発生した際
は大きな被害が出ると思われる。
また、農山村で農業の自給自足で何とか暮らし
をたてていた人たちで、農地の亀裂や地すべりに
より農業を行うことが不可能になり、食糧を買う
ために借金をせざるを得ない状態に陥っている被
災者も少なくない。
8	 復興における課題
ネパール地震の復興にはさまざまな課題が山積
している。NGO の支援で復興における課題を以
下に述べる。
8-1 アクセス
標 高 4000m か ら 世 界 最 高 峰 エ ベ レ ス ト の
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8848m までのヒマラヤ地域は全国土の 15％を
占め、1500m から 4000m までの中間丘陵地帯
（チューリア）の面積は 68％になる。低地である
タライ平原の 17％を除く 83％が「山」という山
岳国家ネパールの道路事情は非常に厳しいことは
いうまでもない。この地震によってアクセスの厳
しい山間部の無数の村々の簡素な家屋が多く倒壊
した。救援の手も幹線道路沿いに集中し、アクセ
スの厳しい村々への支援は徒歩か、ヘリコプター
によるものに限られた。よってこれまでにまった
く救援の手の入っていない村もいまだ多い。今
後、復興のなかでこのアクセスの厳しさは大きな
足かせとなるだろう。
8-2 雨期
ネパールの気候は、6 月から 9 月までの雨期と
10 月から 5 月までの乾期にわかれる。
雨期の 4 カ月間は、まとまった雨が降り、幹線
道路から無舗装の道路を上がった集落は毎年孤立
する。山岳国ネパールの雨期は、規模にかかわら
ず土砂災害は毎年発生している。ミャグディ郡で
は地震後の地すべりによって堰止めダムが形成さ
れ、数千人の住民が避難した。また、この地震の
最大の被災地でもあるシンドパルチョーク郡で
は、地震前年の 2014 年 8 月に大規模な地すべり
が発生している。土砂が河川を塞いで形成された
堰止めダムが多くの住宅を飲み込み、約 150 人が
犠牲になった。
地震後、地盤の緩んだ山間部では、土砂災害が
3000 カ所以上発生しているという。また、地す
べりや土石流などの二次災害の恐れから故郷の村
から移転を迫られる被災者も出ている。二次災害
を恐れて山間部の被災者が、政府によって南部の
タライ平原に移転させられる状況も起きており、
慣れない暑い環境での避難生活の問題も出ている。
また、激しい雨は被害家屋にも影響を及ぼす。
全壊を免れた住宅でも随所に亀裂の入った住宅も
多く、雨が亀裂に染み込むことでいずれ倒壊にい
たるのではないかと懸念されている。
そして 4 カ月間の雨期の激しい雨は住宅再建を
実質的に不可能にさせる。二度目の雨期を目前に
控えた被災者は、雨期の始まる 6 月までに住宅を
再建したいと考えている人も多い。
8-3 住宅再建
これまでネパールの耐震や防災について記述し
てきたが、アクセスの非常に厳しい山間部で耐震
住宅を再建することはきわめて困難である。地震
後、さまざまな支援機関が活動を行っているが、
徒歩で数時間程度の被災地までは支援が届いてい
るが、より遠隔な地域では支援はほとんど届いて
いないのが現状である。
住宅再建に関しては、カトマンズなどアクセス
のよい地域では、セメントや鉄筋を使った組積造
住宅の耐震技術のトレーニングや再建が行われて
いるが、この工法をそのままアクセスの厳しい山
間部で行う事は現実的に不可能に近い。セメント
や鉄筋などの重い建築資材を山間部に運搬するに
はカトマンズなどの 3 倍の値段になり、山間部の
貧困地域の住民には厳しい現実である。
NGO などの支援でも耐震住宅の再建を実施し
ているところはまだ少なく、トタン等を用いた仮
設住宅の建設に留まっている状況である。また、
住宅再建への政府の補助もいまだはっきりして
いない。政府は、地震直後に行った「災害後復興
ニーズ評価調査（PDNA）」に基づいて、被災状
況の甚大な上位 14 の郡まで補助金が支払われる
といわれているが、それ以外の被災地の貧困地域
の被災者に補助金がおりないとなると住宅再建を
諦めるか、地震前同様の簡素な住宅を建設せざる
を得ない状況に陥る。
一般的に農山村部での住宅の建設には、40 万
から 50 万ルピーの費用を要し、政府の補助金 20
万ルピーの有無は、被災者にとっては大きな意味写真 3 シンドパルチョーク郡の2014年の地すべり跡
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をもつ。しかも山間部の自給自足の生活で現金収
入のない住民にとってはなおさらのことである。
また、仮に補助金を受け取れるとしても全被災者
に支給するまでに 3 年から 5 年も歳月を要すると
復興庁職員が発言している。被災者の多くは補助
金の動向をみてから再建を考えているようにもみ
えるが、果たしてそこまで待てるのか疑問であ
る。安心・安全な住宅に住むまでには長い道のり
である。
ネパール政府は、地震後、JICA などの国際機
関を通じて復興における住宅再建の計画を提示し
ているが、その再建工法はいずれもセメントと鉄
筋を使った耐震補強がほとんどで、アクセスの悪
い貧困地域でもある山間部での耐震住宅の再建を
現実的に考えているようには思えない。今後も地
震の発生が懸念されるネパールで、山間部の脆弱
な住宅をどのように再建していくのかが問われて
いる。
8-4 脆弱なガバナンス
先述したように、国際機関による防災対策や立
派な耐震基準などが 90 年代から存在するにもか
かわらず、それが実施されていない状況は、ネ
パール政府のガバナンス（統治）の脆弱さにある。
ネパールでは、10 年間続いたマオイスト（共産
主義者）との内紛が終結し、2007 年に民主国家
の道を歩み始めたが、地震が発生するまでの 8 年
間、憲法が制定されずにいた。地震後、政府は復
興を進めていくためにも国家の礎でもある憲法を
制定させることに取り組み始めた。
2015 年 9 月、憲法の草案が発表されるや否や
南部のインド国境沿いの「マデシ」という少数民
族から独自の自治州を求めて猛反発が起き、死傷
者も出るほどの抗議活動が行われた。インドとの
国境も封鎖され、ガソリン、ガス、医薬品、日用
品などのすべての輸入が停止した。インド系の住
民である「マデシ」の政治的権利の拡大を求めた
デモ活動をエネルギー源や物流の大半をインドに
頼るネパール政府は、この物流停止はマデシの裏
に潜むインド政府によるものと判断し、事実上の
国境封鎖だと非難している。復興を進めるための
憲法制定が、逆に復興への大きな足かせとなっ
た。国際機関や NGO などの救援車両もガソリン
不足により活動を停滞せざるえない状況が続い
た。もっとも影響を受けたカトマンズでは、ガソ
リンの価格高騰により車からバイクへと乗り換え
る住民も多くみられた。4 カ月半に及ぶ物流停止
は、ネパール政府がインド政府やマデシの要求を
のみ、憲法を改正することで収束し、2016 年 2
月に国境封鎖が解除された。
この問題は、本来救われるべきはずの被災者の
生活を却って困窮させただけでなく、復興を担う
復興庁の設立を大幅に遅らせることになった。復
興庁の設立が遅れるもう一つの理由に復興庁の
トップに誰を据えるかという人事の混乱もあった
といわれる。
2015 年 12 月に設立された復興庁は横断的な組
織で、各省庁から出向してきた職員で構成されて
おり、人員不足も重なって十分に機能していると
は言いがたい状況にある。政府によって支給され
る住宅再建の補助金 20 万ルピーが被災者に支払
われると発表されたのが 2015 年 5 月だが、2016
年 1 月にようやく調査が始まり、地震 1 年後の 4
月にようやく支給された。補助金を受け取った
被災者はわずか 700 世帯で全体の 0 .1％に過ぎな
い。この補助金が全被災者に支給されるのに 3 年
から 5 年の月日がかかるといわれている。
2015 年 6 月に開催された支援国会議では、最
多のインドが 10 億ドル（1240 億円）、中国が 30
億元（600 億円）の支援を表明した。ネパールの
オリ首相は、このインド依存の体制を中国に歩み
寄ることで解消しようとしているが、対中接近の
動きがインドを刺激することにもなりかねない。
大国に挟まれ、翻弄され続けている内陸国ネパー
ルの苦悩と葛藤が震災後、より顕著になった。
9	 CODEの復興支援活動
CODE は、現在、ネパールの復興支援のメイ
ンプロジェクトとして「耐震住宅再建プロジェク
ト」を実施している。東ネパールの被災した山村
で、従来の石を用いた組積造住宅に耐震補強技術
を施したモデルハウスを建設している。このモデ
ルハウスは、可能な限り現地で調達できる資材を
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使って建設し、ネパールと日本の専門家の指導に
よって現地の大工や石工たち自身が耐震工法を学
ぶというかたちで行っている。
CODE は、今後もこの村の復興・自立をめざ
して中長期的にかかわる予定である。
以下に CODE の復興支援活動の詳細を報告す
る。
9-1 フィールドの村とカウンターパート
CODE の耐震住宅再建プロジェクトを実施してい
るのは、東ネパールの Sagarmatha 県 Solukhumbu
郡 Gudel 村という人口 3489 人、712 世帯の村（VDC:	
Village	Development	Committee）である。この村
に居住するライ族、シェルパ族のほとんどの住民が
農業に従事しており、自給自足の暮らしを営んでい
る。また、シェルパ族の若者は、観光シーズンはカ
トマンズの旅行代理店でガイドやポーターとして働
くものも少なくない。
4 月 25 日の地震（M7 .8）による Gudel 村の家
屋の全壊被害は 5、6 軒程度であったが、その後
の 5 月 12 日の最大の余震（M7 .3）がネパール東
部のコダリ（カトマンズの北東約 76km）で発
生したことから、この Gudel 村でも被害が拡大
した。Gudel 村 VDC の調査によると、村内での
レッドカード（危険家屋）判定を受けたのは、
219 軒と全世帯の約 3 分の 2 が住宅の再建を迫ら
れる被害が生じた。
こ の Gudel 村 に は、 約 1500 人 が 加 入 す る
Gudel	Sherpa	Community（以下、GSC）という
支え合いの組織があり、震災後に自ら資金を集
め、故郷の Gudel 村だけでなく、最大の被災地
であるシンドパルチョーク郡などにも食糧やテン
トなどの救援物資を運ぶなどの活動を行っている。
GSC は、カトマンズや海外で働く村出身者や
村で生活するシェルパ族、ライ族から構成され、
10 年ほど前に設立された。この組織は、これま
で村での祭りや仏教行事など伝統に関することを
中心に活動していたが、5 年前よりシニアアドバ
イザーである Lakpa	Sherpa 氏（神戸市在住）に
よって GSC の変革が行われ、より助け合い、支
え合いの色が濃くなった。現在の活動の主たるも
のは医療で、重篤な病人のカトマンズへの緊急搬
送のためのヘリコプターのチャーターやカトマン
ズでの歯科医療費の割引などを会員に提供してい
る。GSC は、会員の会費や海外で働くものなど
の寄付を財源としている。
ネパールの山村には病院のような医療施設はほ
とんどなく、「ヘルスポスト」と呼ばれる保健所
がその代替機能を果たしている。だが、医師、看
護師のような専門の医療者は不在で、国から派遣
されたスタッフが常駐する村もあるが、建物は閉
鎖されたままの村も少なくない。Gudel 村のヘル
スポストは 18 年前に建設されたが、遠隔の山村
に常駐する人材がおらず、十数年にわたって閉鎖
されたままの状態にあった。2 年前に国から派遣
された 1 名の男性が駐在することになり、ヘルス
ポストは再開された。また、GSC によって 1 年
前に看護・助産スタッフとして女性 1 名も期限つ
きで派遣されている。
現在、ヘルスポストには前述の簡単な医療ト
レーニングを受けた 2 名の若者が常駐し、薬の処
方や縫合、接種などの医療行為を行っているが、
当然重篤かつ緊急な疾病には対応できないのが現
状で、慢性的な薬品不足もあり、住民の要求に対
応できずにジレンマを抱えながら日々、奔走して
いる。
GSC は、現在、派遣している女性スタッフの
給料の負担、不足する医薬品の補充、緊急時の資
金融資などを行っているが、資金的な限界も抱え
ている。
9-2 地震から1年の山村の住宅事情
地震研究者の報告には、この地震でプレートの
ひずみは十分に解消されたとはいえないという見写真 4 Gudel 村
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解もあることから、今後も大規模な地震の発生が
懸念される。そして同時に住宅の耐震化が今後の
大きな課題になる。
先述したように山村の住宅は、住民自身が身近
にある石、日干しレンガ、木、泥などを使って建
設するノンエンジニアド住宅がほとんどで、その
ような住宅が今回の地震で大きな被害を出してい
る。地震から 1 年を経て、ネパール政府だけでな
く、さまざまな国際機関や国内外の NGO が復興
支援活動を継続しているが、アクセスの厳しさか
ら山村への支援が届いていない場所もいまだ多
い。そしてトタンなどを使った仮設住宅の再建は
多くの場所で見受けられるが、音もうるさく、夏
は暑く、冬は寒い、決して十分な環境とはいえる
状態ではない。
山村では、全壊した住宅の被災者は、トタンや
竹網など倒壊した自宅の建材を使って仮の小屋な
ど建設し、雨露をしのいでいる。半壊または一部
損壊の住宅は、雨露を防ぐために屋根にブルー
シートを覆って対応しているものや、危険度判定
などなされないまま住民自ら壁の亀裂を塗って埋
めてしまう例も少なくない。
9-3 CODEの建設する耐震住宅のポイント
CODE は、Gudel 村での耐震住宅再建プロジェ
クトについて、2015 年 8 月頃よりカウンターパー
トである GSC と協議を開始した。耐震工法とし
ては、ネパールの建築基準である NBC にも記載
されている組石造住宅の木造バンドによる耐震補
強を採用することになった。その専門知識のアド
バイスや技術指導は、ネパールのバクタプルにあ
る Khwopa	Engineering	College の Mohan	Pant
教授や日本の（株）北茂紀建築構造事務所の北茂
紀氏に依頼した。また、木材の加工についても京
都建築専門学校の魚谷繁礼氏や同校の学生、山本
耕資氏に指導・アドバイスを頂いた。手法として
は、まず、モデルハウスを建設するなかで、地元
の大工・石工たちが、日本、ネパールの専門家の
指導を受けながら、理論と技術を学ぶことを第一
とし、その後、彼らが学んだ耐震の技術を用いて
一般の住宅再建を行っていく 2 段階方式で行って
いる。
この耐震住宅は、ずれにくい石の並べ方、目地
になる泥のねばり、木造バンドによる壁の一体
化、軽い屋根などのポイントにこだわって建設さ
れている。
今回、CODE が採用した工法は、元々、1986
年にインドの Anand	S .Arya 氏、インドネシア
Teddy	Boen 氏、日本の石山祐二氏の 3 名によっ
て「ノンエンジニアド建設のための耐震ガイドラ
イン（Guidelines	For	Earthquake	Resistant	Non-
Engineered	Construction）」として考案されたも
のであるが、その後、複数回の改訂を経て現在の
2013 年版に至っており、ネパールの国家建築基
準である NBC203 .204 にも明記されている。
写真 5 仮設の小屋（Gudel 村）
写真 6 壁の亀裂を埋めた住宅（Gudel 村）
写真 7 耐震モデルハウス
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そして、何よりも重要なのは、この工法は決し
て真新しいものではなく、この地域でこれまで行
われてきた従来の工法に耐震技術のポイントを伝
授することにある。地元の大工や石工たちは、経
験的に崩れにくい石の積み方や木材の組み方など
を知っているが、その一つひとつにどのような意
味があるのか、地震でどこが、どのように崩れる
のか、などを構造学的かつ理論的に学んだ経験が
これまでになかった。このモデルハウス建設を通
して大工・石工たちが、これまで経験的に積み重
ねてきた技術や知識の過ち、不十分さに気づくと
同時に自分の持っている技術の再確認をすること
で自信につながった部分もある。そして彼らが、
石割り、木組みなど自分の得意、専門分野以外の
家屋全体の構造を客観的にみられるようになって
きたことは大きな成果といえる。
9-4 プロジェクトの現状
現在、モデルハウスはほぼ完成し、大工・石工
たちは、すでにチームごとに村内四つのワードで
26 軒の住宅再建に取りかかっている。大工・石
工たちが、学んだ技術や知識を使って自分たちの
村を自ら再建することは、自信と誇りを持つこと
につながる。
そして同時に、大工・石工たちが今後もこの村
で暮らしていけるための持続的な雇用創出も考え
なくてはならない。CODE としては、大工・石
工たちと GSC が連携して、「大工・石工組合」の
ような組織をつくり、雇用、環境、技術の継承な
どを共に考えていく環境整備を計画している。
そのキーパーソンとなる一人のシェルパ族の若
者がいる。
Nima	Sherpa（25 歳）さん。彼は Gudel 村 Share
集落の出身で、19 歳の時、都会にあこがれて村を
出た。その後、カトマンズで NGO の支援を受け
て職業訓練学校で 2 年間家具製作を学び、家具職
人として暮らしていたが、GSC のラクパ・シェ
ルパ氏の誘いで CODE のプロジェクトに参加し
た。現在、家具職人として培った彼の木材加工の
技術は、この木造バンド工法には欠かせない。年
長の大工からもその技術の高さから一目置かれる
存在になっている。彼は、このプロジェクトを通
じて故郷の住民の命と暮らしを守る耐震住宅の重
要性に気づき、今後も村に残り、大工として生き
ていく事を決意した。彼のように村の将来を担っ
ていこうとする若者の存在が、地震からの復興に
おいて非常に重要になってくる。
今後、CODE はこの耐震住宅再建プロジェク
トの工程を記録したものを耐震住宅普及教材とし
て作成し、他の地域でも耐震住宅の普及を考えて
いる。2016 年 3 月 7 日にカトマンズでバクタプ
ル、ソルクンブなどの地域の方が参加して耐震技
術を学び合うワークショップを開催し、他の地域
でも同様の工法で建設したいとのオファーも来て
いる。雨期の明けた 12 月頃、この Gudel 村の大
工・石工たちが、他の地域に赴き、耐震住宅再建
の指導にあたる予定である。
9-5 CODEの中長期的支援
CODE は、この耐震住宅再建プロジェクトを
通じて、グデル村の大工・石工たちが、組合のよ
うな組織を作り、耐震技術の普及と持続的な雇用
の創出に向けた取り組みを計画している。
そして、中長期的な自立への道として、グデル
村へのエコ＆カルチャーツアーの企画も計画して
いる。
Gudel 村のあるソルクンブ郡は、北のクンブ地
方と南のソル地方に区分されるが、クンブ地方
は、8000m 級のヒマラヤの雪山や希少な動植物
も生息していることからサガルマータ国立公園
に指定され、1979 年世界遺産にも登録されてお
り、世界最高峰のエベレスト（8848m）へのト
レッキングルートである「エベレスト街道」とい
う観光の目玉がある。このエベレスト街道は、エ
ベレスト登頂の登山隊が歩くルートである事から
そう呼ばれるようになった。エベレスト街道に
は、空港のある街道の出発点となっているルクラ
（2840m）から、街道最大の町、ナムチェバザー
ル（3446m）を経てエベレストの絶景を望むカラ
パタール（5545m）やゴーキョピーク（5483m）、
エベレストベースキャンプ（5364m）などへのト
レッキングルートがメジャーな観光ルートである。
一般的にはルクラからカラパタールまでの約
40km を約 2 週間かけてトレッキングする人が多
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い。このルートは、比較的アップダウンも少な
く、道沿いにはカフェやレストラン、ロッジも点
在していることから気軽に歩くことができ、乾
期の 10 月、11 月のシーズンは大勢の観光客で賑
う。このエベレスト街道によって、周辺に住む
シェルパ族などは、レストランやロッジなどを経
営し、またガイド、ポーターなどを行う人も多
い。「シェルパ」という言葉は、現在ではガイド
やポーター全体を総称しているが、本来は高所生
活に慣れたシェルパ族が外国の登山隊のガイドや
ポーターを担っていたことからそう呼ばれるよう
になった。現在は、「シェルパ」と呼ばれる人た
ちがシェルパ族とは限らず、マガールなど他の民
族・カーストの人たちもポーターやガイドをおこ
なうようになっている。
一方、Gudel 村のある南のソル地方は、エベレ
スト街道のような観光の目玉はそれほど多くはな
く、クンブ地方のようにレストラン、カフェ、
ロッジ、商店、アウトドア店など観光業に従事す
る人はほとんどいない。Gudel 村周辺にもトレッ
キングルートはあるが、トレッカーの姿を見る事
は少ない。また、村内にロッジは 3 軒ほどある
が、外部の観光客が宿泊することは稀である。
このようなソル地方にある Gudel 村であるが、
ソルクンブ郡内の空港のある町は、Salleri（郡庁
所在地）、Lukla、Tumlingtarの3カ所であるが、
Gudel 村はどの空港からも徒歩 3 日から 4 日の距
離にある。車道も郡庁の Salleri から Gudel 村方
面に徐々に延長されつつあるが、現在でも最短徒
歩 2 日を要する。
GSC は数年前よりこの Gudel 村に空港を誘致
する計画をしており、すでに建設予定地の買収・
調整も完了しており、国の観光大臣を視察に招く
などして準備を進めている。GSC はこの空港を
観光開発としてだけでなく、医療など緊急時の輸
送手段として切望している。
Lakpa 氏によると、将来的に Gudel 村で、ク
ンブ地方のヒマラヤ登山やトレッキングとはひと
味違った、現地の暮らしや文化を体験するカル
チャーツアーを企画することで、観光の差別化を
図ろうとしている。著者が 2016 年 2 月に同村を
訪問した際に、この村周辺のトレッキングルート
を歩き、メラピーク（6654m）などのヒマラヤ山
系を望むビューポイントを訪ねたが、非常に景色
もよく、トレッカーなどがキャンプをするのに快
適な場所であることを確認した。また同村に住む
シェルパ族やライ族にはそれぞれ固有の民族舞踊
があり、男女が民族衣装を着て踊る姿は一見の価
値がある。また、村の古老の語るシェルパや村の
文化、歴史なども非常に興味深い。シェルパの信
仰するチベット仏教の寺院と行事、ライ族の信
仰するシャーマニズムや民族的な儀式など外部の
観光客を魅了する観光資源が多数あるように思わ
れ、ポテンシャルは非常に高い。そして何よりも
朝、牛や鶏の声で目が覚めるのどかな山村の風景
やそこに住む人たちのホスピタリティーなどが最
大の魅力である。アクセスの非常に厳しい Gudel
村であるが、外国人の目からみれば、自分たちの
暮らしているような便利な場所ではなく、敢えて
不便な場所に行き、そこの人たちと交流し、その
暮らしを体験することで、自分たちの暮らしを問
い直す絶好の機会となると思われる。
Lakpa 氏のいうカルチャーツアーをよりよいも
のにするためにも CODE は、今後、日本の学生
などとの交流を企画していく予定である。外部の
目を通して村の資源（宝）を再発見し、村の住民
自身がその良さに気づくことで、再度村で暮らす
事の意味を考える。そして外部者との交流は、単
なる雇用創出だけでなく、情報交換を行うなかで
共に学び合うことになり、それが住民の誇りと自
信を取り戻すことにつながっていくであろう。そ
の自信と誇りが、持続可能な村での暮らしを支え
ていくと思われる。
写真 8 シャルパ族の踊り
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9-6 助け合い
カウンターパートである GSC の Lakpa	Sherpa
氏は、カトマンズで旅行代理店を経営し、ネパー
ル、特にヒマラヤ山系のトレッキングやエクスペ
ディション（高所登山など）などの観光を斡旋し
ている。自らも世界最高峰エベレストに四度登頂
した経験を持ち、現在は若いシェルパにガイドは
譲ってはいるが、時折 6000m 級のガイドを自身
で行っている。
Lakpa 氏は、故郷 Gudel 村を 15 歳で離れ、カ
トマンズで皿洗いなどをして働きながら英語、日
本語を学び、苦労して弟たち 3 人の学費などの面
倒をみてきた。90 年代初めより日本で中古車販
売などの仕事を経て、1999 年カトマンズでガイ
ド仲間と「Royal	Orchid	Treks	&	Expedition」
という旅行代理店を立ち上げ、現在も日本とネ
パールを往復する日々を送っている。
ネパールでは乾期のトレッキングシーズン中
には、多い時は、Gudel 村出身者を中心に約 100
名をガイド、ポーターとして雇用することもあ
るという。また、Gudel 村の中学校なども過去に
Lakpa 氏が案内したアメリカや日本の顧客からの
支援で建設されている。彼は、まさに Gudel 村
の恩人なのである。ネパールでは、特にシェルパ
族の間では、Lakpa 氏のように仕事の関係上、海
外との強固なネットワークをもつものも少なくな
い。この地震前より彼らはそのネットワークを最
大限に活かし、時に個人で、時に GSC のような
コミュニティを通じて自分たちの故郷の支援活動
を行っていた。
ネパールでは、特にシェルパ社会では、このよ
うに海外で働くものやカトマンズで成功したもの
などが故郷を支援するという助け合いは習慣化し
ている。また、Gudel 村のシェルパ族の若者たち
は、仲間意識が非常に強く、この GSC を通じて
村の発展を願うものも少なくない。シェルパ族の
若者にヒアリングすると、「シェルパ族の間では
日本のように自殺をする人はなく、困った時は皆
で助け合う」と口を揃えて語るシェルパ族の若者
の姿が印象的であった。
10 おわりに
アジア最貧国と呼ばれるネパールであるが、ネ
パールを訪れた人は皆、その優しい国民性、美し
い自然、濃密な文化に触れ、ネパールに魅了さ
れ、何をもって貧困と呼ぶのか、豊かさとは何
か、を考えさせられる人も少なくない。
最後に「豊かさ」を考える一つの事例を紹介し
たい。地震の後、たくさんの被災者が、大きな被
害を受けた農山村からカトマンズへ避難してき
た。被災者たちは、市内各所に臨時に設置された
避難キャンプで、寺や NGO、地域コミュニティ
などの支援によって暮らしていた。2015 年 9 月
に発生した新憲法をめぐる抗議デモや物流停止
は、ガソリンや日用品の不足と価格高騰を引き起
こし、カトマンズに住む人たちに大きな苦痛を
強いた。この混乱は、NGO などの支援活動を阻
み、救援物資に頼っていた避難キャンプの被災者
たちも大きな影響を及ぼした。
だが、この状況で一つの現象が起きていた。農
山村から避難していた被災者たちは、こぞって故
郷へと帰っていったのである。故郷は地震で大変
な状況ではあったが、ガレキを片づけ、簡素な小
屋を建て、畑を耕しさえすれば、寝食だけは何と
かなると判断したのだった。現に、Gudel 村など
ネパールの農山村は自給自足の暮らしを行ってい
る人が多く、カトマンズの物流や価格高騰の影響
をほとんど受けなかったという。
カトマンズのような都市部では、電気、水道、
ガスなどのライフラインで生活が成り立ってお
り、現金収入がないと生活することは非常に難し
い。すべてを現金で購入する都市型のライフスタ
イルは、このような混乱時や災害時は、非常に脆
弱である。
だが、農山村部で自給自足の暮らしをする人た
ちにとっては、災害時でも薪で火を起こし、山の
水を使って、自分達で作った根菜類を食する暮ら
しのなかに沢山の生きる智恵が詰まっている。こ
れらの暮らしの智恵は災害時には非常に強く、彼
らの暮らしは地震前からカトマンズのような市場
経済の影響を受けにくい状態にあった。この平時
の不便さを逆手にとって今後、復興、自立のなか
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でそれをどのように活かしていくのか、が重要に
なるだろう。避難キャンプにいた被災者の行動は
非常に賢明で、平時は不便で貧しいと思っていた
暮らしが、実は「豊か」で、このような非常時に
は有効かつ便利だと思わせたに違いない。
この現象は、ネパールの農山村が、都市部の市
場経済の影響を受けずに持続可能な暮らしをどの
ようにしたら維持していけるのか、という将来の展
望に大きなヒントを投げかけているように思える。
CODE が耐震住宅再建を行っている Gudel 村
にはほんの数カ月前に電気が通った。車道も年々
延びてきていて、いずれ車でこの Gudel 村まで
行ける日が来るだろう。村人にとって便利になる
事は非常に重要なことであるのは間違いないが、
便利さと同時に失っていくものもある。便利にな
れば物が入ってゴミは増え、人と人の関係性やの
どかな農村風景はきっと変わっていくだろう。こ
れから大きく変わっていこうとする村で、何を残
し、何を選択するのか、将来的にどのような道を
歩いていくのか、今のうちにしっかりと考えてお
く必要があるだろう。そのためにも日本などの先
進国の歩んできた道や失敗、成功を共に伝え、一
緒に考えていかなければならない。
ネパールの山村では、若者は仕事（現金収入）
を求めて首都や海外へと出稼ぎに行く。国民の約
10％は海外へと出稼ぎに行く。これは、ネパール
に限らず世界各地で起きている現象であり、日本
も同様に中山間地には高齢者の姿しか見えず、限
界集落は増え続けている。若年層の多いネパール
では、山村に仕事さえあれば帰りたいという若者
も多い。一方、少子高齢化の日本で、都会へ進学
し、就職、結婚した若者は田舎には戻ってこない
状況をみると日本の方が事態はより深刻である。
このように災害を通じて、国は違っても共通の
課題がみえてくる。だからこそ、自国の枠にとら
われずに国を越えて共に考え、解決していく道を
探っていかなくてはならない。
CODE の支援を通じた大工・石工の育成や雇
用、そして山村の文化を活かしたエコツアーなど
は、今後のこの山村での持続可能な暮らしに大き
な可能性を示すことだろう。そしてこの災害を通
じてネパール人だけでなく日本人にも豊かさとは
何かを問いかけるに違いない。
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